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業務及び財産の状況に関する説明書 

 

【２０２４年３月期】 

 

 

 

 

 

この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所若しくは 

 

事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表するために 

 

作成したものです。 

 

 

 

 

 

 

三 津 井 証 券 株 式 会 社             
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

  １．商 号                    三 津 井 証 券 株 式 会 社                

 

 

  ２．登 録 年 月 日                     平成１９年９月３０日 

     （ 登 録 番 号 ）                    （北陸財務局長（金商）第１４号） 

 

 

  ３．沿革及び経営の組織 

 

   （１）会社の沿革 

 

年    月 沿                        革 

昭和 14 年 07 月 

 

昭和 20 年 03 月 

 

昭和 23 年 10 月 

 

昭和 34 年 03 月 

 

昭和 43 年 04 月 

 

 

昭和 56 年 10 月 

 

昭和 59 年 04 月 

 

昭和 63 年 03 月 

 

昭和 63 年 09 月 

 

平成 10 年 12 月 

 

平成 19 年 09 月 

 
 

平成 20 年 07 月 

 

平成 30 年 11 月 

 

 

平成 31 年 02 月 

 

 

令和 05 年 11 月 

 

三津井商店（個人企業）として証券業を創業する。 

 

三津井証券株式会社を設立する。 

 

証券取引法により登録。（登録番号：第 611 号） 

 

武生出張所を開設。 

 

証券取引法により免許を取得。（免許番号：第 8378 号） 

武生出張所から営業所へ昇格する。 

 

小浜支店を開設。 

 

武生営業所から支店へ昇格する。 

 

証券取引法により３号免許を取得。（免許番号：第 8721 号） 

 

本店を移転する。 

 

証券取引法により登録。（登録番号：北陸財務局長（証）第 6 号） 

 

金融商品取引法により登録。（登録番号：北陸財務局長（金商） 

第 14 号） 

 

武生支店を移転する。 

 

福井銀行と顧客紹介に関する業務提携契約。（令和 5 年 9 月 30

日契約解消） 

 

事業承継・M&A プラットフォームを運営する株式会社トランビ

と業務提携契約。 

 

小浜信用金庫と顧客紹介に関する業務提携契約。 
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   （２）経営の組織（2024 年 3 月 31 日現在） 

 

    当社の経営組織の概要は次のとおりであります。 
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  ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の 

   議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合   

                                   （2024 年 3 月 31 日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．株式会社証券ジャパン １，８０６，０００株 64.50% 

２．アセットマネジメント One 株式会社 １６２，０００株 5.78% 

３．株式会社福井銀行  １４０，０００株 5.00% 

４．三津井証券株式会社従業員持株会 １１５，３４０株 4.11% 

５．株式会社北陸銀行 １００，０００株 3.57% 

６．福井信用金庫  ９０，０００株 3.21% 

７．日本生命保険相互会社  ６０，０００株 2.14% 

８．小浜信用金庫  ３０，０００株 1.07% 

８．フクビ化学工業株式会社 ３０，０００株 1.07% 

８．三谷商事株式会社 ３０，０００株 1.07% 

その他（３５名） ２３６，６６０株 8.45% 

計４５名 ２，８００，０００株 100.00% 

   （注）議決権割合は小数点第 3 位以下を切り捨てております。 

 

  ５．役員の氏名又は名称                    

                                  （2024 年 3 月 31 日現在） 

役    職    名 氏         名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取 締 役 社 長 山野井  秀 一 有 常  勤 

常 務 取 締 役 
森 下    豊 無 常  勤 

兼 総 務 部 長         

取 締 役 村 田  尚 士 無 非常勤 

監 査 役 盛 本  孝 幸 無 常  勤 

監 査 役 冨 山  正 博 無 非常勤 

監 査 役 小 林  一 夫 無 非常勤 

   （注）監査役冨山正博氏および小林一夫氏は社外監査役であります。 

      

 ６．政令で定める使用人の氏名 

   金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

 

                                  （2024 年 3 月 31 日現在） 

氏     名 役   職   名 

森下 豊 常務取締役（総務部長） 

 

  ７．業務の種別（2024 年 3 月 31 日現在） 

   （１）金融商品取引業 

①．金融商品取引法第 28 条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 

②．金融商品取引法第 28 条第１項第 3 号ハに掲げる行為に係る業務 

③．有価証券等管理業務 

 

   （２）金融商品取引業付随業務（金融商品取引法第３５条第１項） 

①．有価証券の貸借業務ならびにその媒介および代理業務 

②．信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③．保護預り有価証券担保貸付業務 

④．有価証券に関する顧客の代理業務 
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⑤．受益証券にかかる収益金、償還金又は解約金の支払にかかる代理業務 

⑥．投資証券にかかる金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金 

  の支払にかかる代理業務 

⑦．累積投資契約の締結業務 

⑧．有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑨．累積投資業務の代理業務 

⑩．譲渡性預金その他金銭債権の売買ならびにその媒介、取次ぎおよび代理にかかる業務 

 

   （３）その他業務 

①．金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理にかかる業務 

②．保険業法第 2 条第 22 項に規定する、保険募集業務 

③．当社の行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

 

  ８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

                                （2024 年 3 月 31 日現在） 

名  称 所 在 地           

本 店       福井県福井市順化一丁目 21 番 1 号 ニッセイ福井ビル 

武 生 支 店       福井県越前市中央一丁目 9 番 28 号 越前市中央ビル 

小 浜 支 店       福井県小浜市駅前町 7 番 6 号 

 

 ９．他に行っている事業の種類 

    該当ありません。 

 

 

１０．苦情処理及び紛争解決の体制 

    金融ＡＤＲ制度も踏まえつつ関係部署が連携してその事実と責任を明確にし、顧客の立場を 

尊重し、迅速・誠実・公平かつ適切にその解決を図り、下記のとおり措置を講ずるものとしま 

   す。 

    ・第一種金融商品取引業・・・ 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

                   との間で特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約 

                  を締結する措置。 

 

 

１１．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

        日本証券業協会 

 

 

１２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

        該当ありません。（特定の会員証券会社に取次いでいます。） 

 

 

１３．加入する投資者保護基金の名称 

        日本投資者保護基金 

 



 

 6 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

  １．当期の業務の概要 

 

当期の国内株式市場は、新型コロナウイルス感染症の5類移行に伴って経済活動の正常化が進んだ

ことや日本銀行による金融緩和策が継続するとの期待感、東京証券取引所の株価純資産倍率（PBR）

1倍割れ企業に対する改善要求への期待感によって日本株を再評価した海外投資家の積極的な買い

が相場の上昇を牽引し、日経平均株価は7月3日に33,753円33銭とバブル崩壊後、約33年ぶりの高値

を更新しました。その後、世界景気の不透明感や米金融引き締めの長期化の見方が強まったことか

ら株価は下落し、日経平均株価は8月上旬に31,000円台まで下落しました。11月に入ると、米国の

追加利上げ懸念が後退したことや、好調な企業業績を背景に日経平均株価は再び上昇し、11月20日

に7月3日の高値を上回る33,853円46銭まで上昇しました。1月は、1日に発生した能登半島地震によ

る経済的な影響が懸念されたことにより日本銀行の金融政策正常化観測が後退したこと、米ハイテ

ク株高や円安が進行したことから半導体銘柄が買い戻されました。その後、1月下旬に開催された日

本銀行の金融政策決定会合では金融政策は維持されたものの、金融政策正常化が意識され国内長期

金利が上昇し、株価の上昇は一服しました。しかし、2月に入ると、注目が集まっていた米半導体大

手エヌビディアの好決算が発表され、日本株式市場でも半導体関連株を中心に幅広い銘柄が買われ、

日経平均株価は1989年12月29日に付けた史上最高値である38,915円87銭を上回り39,000円台を付

けました。3月には、市場予想を大幅に上回る春闘賃上げの見通しとなったこと、日本銀行がマイナ

ス金利解除やイールドカーブ・コントロール終了などを決めたものの、当面、緩和的な金融環境が

続くとの観測などから日経平均株価は上昇し、40,369円44銭で年度末を迎えました。 

    このような環境の中、当社は、「あなたの笑顔を支える、頼れるパートナーでありたい。」をスロ

ーガンに掲げ、地域のお客さまとの接点を拡大し、タイムリーな情報提供とニーズを的確に捉えた

商品販売に注力してまいりました。 

    当期の業績は、純営業収益が 8 億 23 百万円（前期比 131.5％）となりました。一方で販売費・一

般管理費は 6 億 84 百万円（同 107.2％）となり、差し引き営業利益は 1 億 38 百万円（前年同期は

12 百万円の損失）となりました。また、経常利益は 1 億 44 百万円（前年同期は 7 百万円の損失）

となりました。 

 

  主な概況は以下のとおりであります。 

    ① 受入手数料 

 受入手数料の合計は、7 億 17 百万円（前期比 140.9％）となりました。 

 [委託手数料] 

 株券の委託売買代金の合計は、864 億 37 百万円（同 225.1％）となり、株券の委託手数料 

の合計は 5 億 19 百万円（同 164.1％）となりました。 

 [募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料] 

 主に投資信託の販売手数料で構成される募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取  

扱手数料は、世界景気の拡大を睨み、国内外の株式を組み入れたアクティブ型ファンドを中 

心に取り組み、投資信託の販売額の合計は 31 億 18 百万円（同 99.9％）となり、募集・売出 

し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料の合計は 90 百万円（同 99.2％）となりまし 

た。 

 [その他の受入手数料]  

 その他の受入手数料は、その大宗を投資信託の代行手数料が占め、投信代行手数料は 1 億 

2 百万円（同 106.6％）となり、その他の受入手数料の合計は 1 億 5 百万円（同 106.6％）と

なりました。 

 

    ② トレーディング損益 

 トレーディング損益は外国債券販売がその大宗を占めますが、マーケット環境、お客さま 

ニーズを鑑み、新興国通貨建て債券を中心に販売したことから、トレーディング損益は 88
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百万円（同 87.8％）となりました。今後ともマーケット環境の変化を見極めつつ、お客さま

ニーズに対応した商品の品揃えをしてまいりたいと考えております。 

    ③ 金融収支 

 金融収支は、自己融資残高の増加により、17 百万円（同 107.3％）となりました。 

  ④ 販売費・一般管理費 

         販売費・一般管理費は、支払手数料および人件費の増加により、6 億 84 百万円（同 107.2％）

となりました。 

 

 これらにより、税引前当期純利益は 1 億 44 百万円となり、これに法人税等及び法人税等調 

整額 19 百万円を減算した結果、当期純利益は 1 億 24 百万円（前年同期は 14 百万円の損失） 

となりました。 

 

  

  ２．業務の状況を示す指標 

   （１）経営成績等の推移 

（単位：千株、百万円） 

 2022年 3月期 2023年 3月期 2024年 3月期 

資 本 金          ５５８ ５５８ ５５８ 

発 行 済 株 式 総 数          ２，８００ ２，８００ ２，８００ 

営 業 収 益          ７４７ ６３３ ８２９ 

(受 入 手 数 料) ６６５       ５０８       ７１７ 

   ((委 託 手 数 料           )) （  ４３２） （  ３１８） （  ５２１） 

   ((引受け・売出し・特定投資家 

  向け売付け勧誘等の手数料 )) 
（    ０） （    ０） （    ０） 

   ((募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱い手数料)) 
（  １２４） （   ９１） （   ９０） 

   ((そ の 他 の 受 入 手 数 料           )) （  １０８） （   ９８） （  １０５） 

(トレーディング損益 ) ５３      １０１      ８８ 

   ((株券等トレーディング損益)) （    ０） （    ０） （    ０） 

   ((債券等トレーディング損益)) （   ５３） （  １０１） （   ８８） 

  ((その他トレーディング損益)) （    ０） （    ０） （    ０） 

純 営 業 収 益          ７３７ ６２６ ８２３ 

経 常 損 益 ８７     △７    １４４ 

当 期 純 損 益 ７４  △１４  １２４ 

 

 

 

   （２）有価証券引受・売買等の状況 

      ① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 2022年 3月期 2023年 3月期 2024年 3月期 

自      己 ２ ２ ２ 

委      託 ５４，２２７ ３８，３９４ ８６，４３７ 

計 ５４，２３０ ３８，３９７ ８６，４４０ 

 

①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

      該当事項はありません。 
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    ②有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出 

し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務に 

係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

区分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱高 

２ 

０ 

２ 

２ 

年

３

月

期 

株券 － － － 7 5 － － 
国債証券 －  －  81  － － 
地方債証券 －  － －  － － 
特殊債券 － － － － － － － 
社債券 1,035 1,035 － － － － － 
受益証券    4,240 － － － 
その他 － － － － － － － 

２ 

０ 

２ 

３ 

年

３

月

期 

株券 － － － 0 1 － － 
国債証券 －  － 101  － － 
地方債証券 －  － －  － － 
特殊債券 － － － － － － － 
社債券 2,177 2,177 － － － － － 
受益証券    3,123 － － － 
その他 － － － － － － － 

２ 

０ 

２ 

４ 

年

３

月

期 

株券 － － － 3 0 － － 
国債証券 －  － 262  － － 
地方債証券 －  － －  － － 
特殊債券 － － － － － － － 
社債券 2,003 2,003 － － － － － 
受益証券    3,118 － － － 
その他 － － － － － － － 

 

②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出 

し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務に係 

るものに限る。） 

      該当事項はありません。 

 

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出 

し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子記録移転有価証券

表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

      該当事項はありません。 

 

 

  （３）その他業務の状況 

      ① 金地金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理業務の状況 

      取扱実績は、３期ともございません。 

      ② 譲渡性預金の預金証書の売買、売買の媒介、取次ぎ若しくは代理業務の状況 

      取扱実績は、３期ともございません。 

      ③ 保険業法に規定する保険募集の状況       

期     別 取  扱  高 

2022 年 3 月期 － 

2023 年 3 月期 － 

2024 年 3 月期 10 百万円 

 

    ④ 当社の行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務の状況 
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      取扱実績は、３期ともございません。 

 

 

 

  （４）自己資本規制比率の状況 

                                     （単位：％、百万円） 

 2022年 3月期 2023年 3月期 2024年 3月期 

自己資本規制比率         （Ａ／Ｂ×100） ８９４.９％   ８９０．９％   ９６５.０％ 

固定化されていない自己資本（Ａ） １，９１０   １，８８８   １，９９４ 

リスク相当額の合計（Ｂ） ２１３     ２１１     ２０６ 

 

市場リスク相当額       ８ ７      １０ 

取引先リスク相当額 ４６ ４７      ４１ 

基礎的リスク相当額 １５８ １５６     １５４ 

暗号等資産等による控除額       －   －       － 

          （※） 自己資本規制比率は、社外流出後の自己資本の額で算出して表示しております。 

 

  （５）使用人の総数及び外務員の総数 

                                         

区      分 2022年 3月期 2023年 3月期 2024年 3月期 

使    用    人    ５７人    ５５人    ５０人 

（うち、外務員）       (５７人)       (５５人)       (５０人) 

          

  （６）役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

 

役員の業績連動報酬の状況 

該当はありません 

 

 

 

 

 （注記） 業務の状況に関する事項の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

  １．経理の状況 

   （１）貸借対照表 

            期   別 

 

 科   目 

前     期 
（2023 年 3 月 31 日現在） 

当     期 
（2024 年 3 月 31 日現在） 

前 期 比 

増 減 

金     額 金     額 金     額 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

  現 金 ・ 預 金 

  預 託 金 

    顧 客 分 別 金 信 託 

  トレーディング商品 

    商 品 有 価 証 券 等 

  約 定 見 返 勘 定 

  信 用 取 引 資 産 

    信 用 取 引 貸 付 金 

    信用取引借証券担保金 

  立 替 金 

  短 期 差 入 保 証 金 

  前 払 金 

  前 払 費 用 

  未 収 入 金 

    未 収 法 人 税 等 

    未 収 消 費 税 

    そ の 他 

  未 収 収 益 

    未 収 売 買 手 数 料 

    未収信用委託手数料 

    未 収 代 行 手 数 料 

    そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

   

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

  建 物 

構 築 物 

  器 具 ・ 備 品 

  リ ー ス 資 産 

  土 地 

無 形 固 定 資 産 

 ソ フ ト ウ ェ ア 

  電 話 加 入 権 

その他無形固定資産 

投資その他の資産 

  投 資 有 価 証 券 

  出 資 金 

  長 期 差 入 保 証 金 

  そ の 他 の 投 資 等 

  貸 倒 引 当 金 

百万円 

６，２４７ 

６７５ 

３，５１０ 

３，５１０ 

０ 

０ 

１３ 

１，８６３ 

１，８５１ 

１１ 

３１ 

１００ 

０ 

５ 

１１ 

３ 

４ 

３ 

３７ 

４ 

１４ 

１２ 

５ 

△ ０ 

 

１８９ 

９３ 

６４ 

－ 

２ 

０ 

２６ 

０ 

０ 

０ 

０ 

 ９５ 

６０ 

０ 

３４ 

０ 

△ ０ 

百万円 

６，９１０ 

９３０ 

４，１８０ 

４，１８０ 

０ 

０ 

 ６ 

１，５９０ 

１，５８９ 

１ 

５９ 

１００ 

０ 

４ 

３ 

－ 

－ 

３ 

３４ 

７ 

１０ 

１３ 

３ 

△ ０ 

 

２０６ 

９１ 

６１ 

１ 

２ 

０ 

２６ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１１４ 

７９ 

０ 

３４ 

０ 

△ ０ 

百万円 

６６２ 

２５５ 

６７０ 

６７０ 

△ ０ 

△ ０ 

△ ６ 

△ ２７２ 

△ ２６２ 

△ ９ 

２８ 

－ 

△ ０ 

△ ０ 

△ ８ 

△ ３ 

△ ４ 

△ ０ 

△ ２ 

２ 

△ ４ 

１ 

△ １ 

０ 

 

 １７ 

△ １ 

△ ３ 

１ 

 ０ 

△ ０ 

－ 

△ ０ 

△ ０ 

△ ０ 

－ 

１９ 

１９ 

－ 

△ ０ 

－ 

－ 

資  産  合  計 ６，４３７ ７，１１７ ６８０ 
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            期   別 

 

 科   目 

前     期 
（2023 年 3 月 31 日現在） 

当     期 
（2024 年 3 月 31 日現在） 

前 期 比 

増 減 

金     額 金     額 金     額 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

信 用 取 引 負 債 

    信 用 取 引 借 入 金 
    信用取引貸証券受入金 

  預 り 金 

    顧 客 か ら の 預 り 金 

    そ の 他 の 預 り 金 

  受 入 保 証 金 

    信用取引受入保証金 

  未 払 金 

  未 払 費 用 

  未 払 法 人 税 等 

  役 員 賞 与 引 当 金 

  賞 与 引 当 金 

リ ー ス 債 務 

固 定 負 債 

  繰 延 税 金 負 債 

  退 職 給 付 引 当 金 

  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

 特 別 法 上 の 準 備 金 

  金融商品取引責任準備金 

百万円 

４，２３６ 

６５７ 

６４５ 

１１ 

３，４２８ 

３，３１５ 

１１２ 

１１８ 

１１８ 

０ 

１６ 

－ 

－ 

１４ 

０ 

１５６ 

２ 

１０２ 

５１ 

１８ 

１８ 

百万円 

４，８００ 

３４０ 

３３８ 

１ 

４，２３８ 

３，９９１ 

２４６ 

９９ 

９９ 

２６ 

２１ 

３２ 

１９ 

２３ 

－ 

１４２ 

０ 

９１ 

５０ 

１８ 

１８ 

百万円 

５６４ 

△ ３１７ 

△ ３０７ 

△ ９ 

８０９ 

６７５ 

１３４ 

△ １９ 

△ １９ 

２５ 

５ 

３２ 

１９ 

９ 

△ ０ 

△ １４ 

△ １ 

△ １１ 

△ １ 

－ 

－ 

負  債  合  計 ４，４１１ ４，９６１ ５４９ 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

  資 本 準 備 金 

 利 益 剰 余 金 

  利 益 準 備 金 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

    別 途 積 立 金 

    繰 越 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

   その他有価証券評価差額金 

 

２，０００ 

５５８ 

１０８ 

１０８ 

１，３３４ 

３１ 

１，３０２ 

６２６ 

６７６ 

２５ 

２５ 

 

２，１１６ 

５５８ 

１０８ 

１０８ 

１，４５０ 

３１ 

１，４１９ 

６２６ 

７９２ 

３９ 

３９ 

 

１１６ 

－ 

－ 

－ 

１１６ 

－ 

１１６ 

－ 

 １１６ 

 １３ 

 １３ 

純 資 産 合 計 ２，０２５ ２，１５６ １３０ 

負債・純資産合計 ６，４３７ ７，１１７ ６８０ 
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（２）損益計算書 

科     目 

前    期 

自 2022 年 4 月 01 日 

至 2023 年 3 月 31 日 

当    期 

自 2023 年 4 月 01 日 

至 2024 年 3 月 31 日 

前  期  比 

金   額 金   額 金   額 

 

営 業 収 益 

    受 入 手 数 料 

    ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 

    金 融 収 益 

金 融 費 用 

百万円 

６３３ 

５０８ 

１０１ 

２２ 

６ 

百万円 

８２９ 

７１７ 

８８ 

２３ 

５ 

％ 

１３１．０ 

１４０．９ 

８７．８ 

１０２．０ 

８９．１ 

純 営 業 収 益 ６２６ ８２３ １３１．５ 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 

    取 引 関 係 費 

    人 件 費 

    不 動 産 関 係 費 

    事 務 費 

    減 価 償 却 費 

    租 税 公 課 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 れ 

    そ の 他 

６３９ 

９０ 

３８０ 

７２ 

６５ 

４ 

９ 

０ 

１５ 

６８４ 

１０５ 

４０２ 

７１ 

７５ 

４ 

１１ 

－ 

１５ 

１０７．２ 

１１５．５ 

１０５．６ 

９８．１ 

１１５．３ 

９６．９ 

１２４．５ 

－ 

９６．９ 

営 業 利 益 （ △ 損 失 ） △ １２ １３８ － 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

４ 

０ 

６ 

０ 

１２６．９ 

１９９．６ 

経 常 利 益 （ △ 損 失 ） △ ７ １４４ － 

特 別 利 益 

特 別 損 失 

－ 

０ 

－ 

０ 

 － 

５０．０ 

税 引 前 当 期 純 利 益 （ △ 損 失 ） △ ７ １４４ － 

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

１ 

 ５ 

２６ 

△ ７ 

２，０２５．２ 

－ 

当 期 純 利 益 （ △ 損 失 ） △ １４ １２４ － 
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（３）株主資本等変動計算書 

 
前  期  自２０２２年４月１日 至２０２３年３月３１日                   （単位：百万円） 

 株 主 資 本 

 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

株主資本 

合  計 
 

資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合   計 
 

別    途 

積 立 金 

繰越利益

剰 余 金 

当 期 首 残 高 558 108 108 31 626 713 1,371 2,037 

当 期 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当      △22 △22 △22 

当期純利益（△損失）      △14 △14 △14 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
        

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △37 △37 △37 

当 期 末 残 高 558 108 108 31 626 676 1,334 2,000 

        

        

        

 

評 価  ・  換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 その他有価証券 

評 価 差 額 金 

評価・換算差額等 

合            計 

当 期 首 残 高 29 29 2,067 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △22 

当 期 純 利 益 （ △ 損 失 ）   △14 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 △3 △3 

当 期 変 動 額 合 計 △3 △3 △41 

当 期 末 残 高 25 25 2,025 

（注）剰余金の配当については 2022年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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 当  期  自２０２３年４月１日 至２０２４年３月３１日                   （単位：百万円） 

 株 主 資 本 

 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

株主資本 

合  計 
 

資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合   計 
 

別    途 

積 立 金 

繰越利益

剰 余 金 

当 期 首 残 高 558 108 108 31 626 676 1,334 2,000 

当 期 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当      △8 △8 △8 

当期純利益（△損失）      124 124 124 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
        

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 116 116 116 

当 期 末 残 高 558 108 108 31 626 792 1,450 2,116 

        

        

        

 

評 価  ・  換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 その他有価証券 

評 価 差 額 金 

評価・換算差額等 

合            計 

当 期 首 残 高 25 25 2,025 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △8 

当 期 純 利 益 （ △ 損 失 ）   124 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 13 13 

当 期 変 動 額 合 計 13 13 130 

当 期 末 残 高 39 39 2,156 

（注）剰余金の配当については 2023年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

 

『重要な会計方針に係る事項に関する注記』 

 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

1．有価証券の評価 

  基準および評価 

   方法 

 

 

 

 

 

 

 

(1)トレーディング商品に属する有価証 

   券（売買目的有価証券）等の評価基 

  準および評価方法 

    トレーディング商品に属する有価 

     証券（売買目的有価証券）および 

     デリバティブ取引等については、 

     時価法を採用しております。 

 

(2)トレーディング商品に属さない有価 

(2)証券等の評価基準および評価方法 

(1)トレーディング商品に属する有価証 

   券（売買目的有価証券）等の評価基 

  準および評価方法 

同左 

 

 

 

 

(2)トレーディング商品に属さない有価 

(2)証券等の評価基準および評価方法 
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(2) トレーディング関連以外の有価証 

(2) 券等については、以下の評価基準お 

(2) よび評価方法を適用しております。 

(2) その他有価証券 

(2) 市場価格のない株式等以外のも 

(2) の・・・時価法（評価差額は全部純 

(2) 資産直入法により処理し、売却原価 

(2) は移動平均法により算定） 

(2) 市場価格のない株式等・・・移動平 

(2) 均法による原価法 

(同左 

 

2．固定資産の減価 

  償却の方法 

 

 

 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

(2) 定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 

(2) 日以降に取得した建物（建物附属 

(2) 設備を除く）および平成 28 年 4 月 

(2) 1 日以降に取得した建物附属設備 

(2) 及び構築物については定額法）を 

(2) 採用しております。 

(2) なお、主な耐用年数は次のとおり 

(2) であります。 

(2) 建物      28 年 ～ 39 年 

(2) 建物附属設備   6 年 ～ 20 年 

(2) 備品        5 年 ～ 15 年 

 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

(2) 定額法を採用しております｡ 

(2) なお、自社利用のソフトウェアに 

(2) ついては、社内における利用可能 

(2) 期間（５年）に基づいております。 

(3)リース資産 

(2) 所有権移転外ファイナンス・リー 

(2) ス取引に係るリース資産 

(2) リース期間を耐用年数とし、残存 

(2) 価額を零とする定額法を採用して 

(2) おります。 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 

(2) 日以降に取得した建物（建物附属 

(2) 設備を除く）および平成 28 年 4 月 

(2) 1 日以降に取得した建物附属設備 

(2) 及び構築物については定額法）を 

(2) 採用しております。 

(2) なお、主な耐用年数は次のとおり 

(2) であります。 

建物      28 年 ～ 39 年 

建物附属設備   6 年 ～ 20 年 

   構築物       10 年 ～ 10 年 

備品        3 年 ～ 15 年 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

 

 

 
(3)リース資産 

同左 

 

3．引当金の計上基 

  準 

(1)貸倒引当金 

(2) 貸付金等の貸倒による損失に備え 

(2) るため、一般債権については貸倒実 

(2) 績率により、貸倒懸念債権等特定の 

(2) 債権については個別に回収可能性 

(2) を検討し、回収不能見込額を計上し 

(2) ております。 

(2)賞与引当金 

(2) 従業員賞与の支給に備えるため、 

(2) 支給見込額に基づき計上しており 

(2) ます。 

(3)役員賞与引当金 

(2) 役員賞与の支給に備えるため、支 

(2) 給見込額に基づき計上しておりま 

(2) す。 

(4)退職給付引当金 

(2) 従業員の退職給付に備えるため、 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 
 

(2)賞与引当金 

同左 

 

 

(3)役員賞与引当金 

同左 

 

 

(4)退職給付引当金 

同左 
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(2) 退職一時金について、当期末にお 

(2) ける退職給付債務の見込額に基づ 

(2) き、当期末において発生している 

(2) と認められる額を計上しておりま 

(2) す。 

(5)役員退職慰労引当金 

(2) 役員の退職慰労金の支給に備える 

(2) ため、役員退職慰労金支給規程に 

(2) 基づく期末要支給額を計上してお 

(2) ります。 

(6)金融商品取引責任準備金 

(2) 証券事故による損失に備えるた 

(2) め、金融商品取引法第４６条の５ 

(2) に基づき、「金融商品取引業等に関 

(2) する内閣府令」第１７５条に定め 

(2) るところにより算出した額を計上 

(2) しております。 

 

 

(2) き、当期末において発生している 

(2) と認められる額を計上しておりま 

(2) す。 

(5)役員退職慰労引当金 

同左 

 

 

 

(6)金融商品取引責任準備金 

同左 

 

 

 

4．収益及び費用の 

   計上基準 

当社の顧客との契約から生じる主たる

収益は、以下のとおりです。 

 受入手数料は主に株式等の委託売買

に係る委託手数料、投資信託の販売に 

係る受益証券募集売出し手数料および

投資信託の事務代行に係る代行手数料

を計上しております。 

 委託手数料においては、顧客と締結 

した取引約款等に基づいて、金融商品 

取引所市場への注文の取次契約を締結

している者を経由して売買取次サービ

ス等を提供する義務を負っております。

約定をした時点において、顧客へサー 

ビスが移転されると判断し、約定時点 

で収益を認識しております。 

 受益証券募集売出し手数料において

は、顧客と締結した取引約款等に基づ 

いて、購入に係る事務手続きを履行す 

る義務を負っております。約定をした 

時点において、顧客へサービスが移転 

されると判断し、約定時点で収益を認 

識しております。 

 投資信託に係る代行手数料において

は、証券投資信託受益権の募集・販売 

等の取扱い等に関する基本契約に基づ

いて、購入後の情報提供、交付運用報 

告書等各種書類の送付、口座内でのフ 

ァンドの管理等のサービスを提供する

義務を負っております。当該契約は、 

一定の期間にわたり履行義務を充足す 

る取引であり、投資信託の運用期間に 

わたり履行義務の進捗度に応じて収益

を認識しております。 

 

当社の顧客との契約から生じる主たる収

益は、以下のとおりです。 

同左 
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5．その他計算書類 

  作成のための基 

   本となる重要な 

   事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税および地方消費税の会計処理 

 は税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

 

 

 

『貸借対照表に関する注記』 

2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

1．担保に供している資産 

  貸借対照表計上額のうち担保に供している資産 

   はありません。 

1．担保に供している資産 

同左 

 

2．担保等として差入をした有価証券の時価額 

   信用取引貸証券                  10,935 千円 

   信用取引借入金の本担保証券     642,774 千円 

   差入保証金代用有価証券         326,899 千円 

2．担保等として差入をした有価証券の時価額 

   信用取引貸証券                   1,357 千円 

   信用取引借入金の本担保証券     325,667 千円 

   差入保証金代用有価証券         427,645 千円 

3．担保等として差入を受けた有価証券の時価額 

   信用取引貸付金の本担保証券   1,731,376 千円 

   信用取引借証券            10,935 千円 

   受入保証金代用有価証券    1,545,062 千円 

3．担保等として差入を受けた有価証券の時価額 

   信用取引貸付金の本担保証券   1,537,858 千円 

   信用取引借証券             1,357 千円 

   受入保証金代用有価証券    1,858,887 千円 

4．有形固定資産の減価償却累計額  172,965 千円 4．有形固定資産の減価償却累計額  177,204 千円 

5．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

     金銭債権 

       未収入金            39 千円 

       未収収益            537 千円 

       信用取引借証券担保金        11,449 千円 

       短期差入保証金             100,000 千円 

     金銭債務 

       信用取引借入金             645,756 千円 

       未払金                          30 千円 

       未払費用                     1,356 千円 

5．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

     金銭債権 

       未収入金                      103 千円 

       未収収益            1,119 千円 

       信用取引借証券担保金         1,537 千円 

       短期差入保証金             100,000 千円 

     金銭債務 

       信用取引借入金             338,466 千円 

       未払金                          42 千円 

       未払費用                       844 千円 

 

『損益計算書に関する注記』 

2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

関係会社との取引高 

 営業取引による取引高 

 営業収益                 993 千円 

 営業費用             26,237 千円 

関係会社との取引高 

 営業取引による取引高 

 営業収益               1,320 千円 

 営業費用             36,316 千円 

 

『株主資本等変動計算書に関する注記』 

 前事業年度（2023 年 3 月期） 

  １． 当事業年度末における発行済株式の数 

     普通株式            ２，８００，０００株 

 

  ２． 当事業年度末における自己株式の数 

     該当はありません。 
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３． 配当に関する事項 

 ① 配当金支払額 

決  議 
株 式 の

種  類 
配当金の総額 

1株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効 力 発 生 日 

2022 年 6 月 23 日 

定 時 株 主 総 会 

普 通 

株 式 
22,400 千円  8 円 2022 年 3 月 31 日 2022 年 6 月 24 日 

    

② 基準日が当期に属する配当のうち、効力発生日が翌期となるもの 

     2023 年 6 月 26 日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

株 式 の

種  類 
配当金の総額 配 当 金 の 原 資 

1株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効 力 発 生 日 

普 通 

株 式 
 8,400 千円 利 益 剰 余 金   3 円 2023 年 3 月 31 日 2023 年 6 月 27 日 

 

 

 

 当事業年度（2024 年 3 月期） 

  １． 当事業年度末における発行済株式の数 

     普通株式            ２，８００，０００株 

 

  ２． 当事業年度末における自己株式の数 

     該当はありません。 

 

３． 配当に関する事項 

 ① 配当金支払額 

決  議 
株 式 の

種  類 
配当金の総額 

1株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効 力 発 生 日 

2023 年 6 月 26 日 

定 時 株 主 総 会 

普 通 

株 式 
 8,400 千円  3 円 2023 年 3 月 31 日 2023 年 6 月 27 日 

    

 

② 基準日が当期に属する配当のうち、効力発生日が翌期となるもの 

     2024 年 6 月 21 日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

株 式 の

種  類 
配当金の総額 配 当 金 の 原 資 

1株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効 力 発 生 日 

普 通 

株 式 
36,400 千円 利 益 剰 余 金   13 円 2024 年 3 月 31 日 2024 年 6 月 24 日 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

（単位：百万円） 

                        （2023 年 3 月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

株式会社 証券ジャパン ６４５ 

 

                        （2024 年 3 月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

株式会社 証券ジャパン   ３３８ 
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。） 

の取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 ２０２３年３月期 ２０２４年３月期 

取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益 

１．流動資産 － － － － － － 

 （１）株券 － － － － － － 

 （２）債券 － － － － － － 

 （３）その他 － － － － － － 

２．固定資産 ２３ ６０ ３６ ２３ ７９ ５６ 

 （１）株券 ２３ ６０ ３６ ２３ ７９ ５６ 

 （２）債券 － － － － － － 

 （３）その他 － － － － － － 

合  計 ２３ ６０ ３６ ２３ ７９ ５６ 

   （注）トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約 

   価額、時価及び評価損益 

    該当事項はありません。 

   

 

  ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

     当社は会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、2023 年 3 月期及び 2024 年 3 月期の計算書

類について EY 新日本有限責任監査法人の監査を受けており、各々において適正意見の監査報告書

を受領しております。 

       

 

（注記） 財産の状況に関する事項の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
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Ⅳ．管理の状況 

  １．内部管理の状況の概要 

     【内部管理部門の組織図】 

           

監 査 部 内部管理統括補助責任者コンプライアンス推進室

内部管理統括責任者

  

    【業務分掌】 

部 室 店 名 分   掌   業   務 

コンプライアンス

推進室 

コンプライアンスの推進に関すること 

役職員に係る事故及び処理に関すること 

顧客との紛争の調査及び処理に関すること 

顧客の取引等の状況の考査に関すること 

営業員の営業活動状況の考査に関すること 

マネー・ローンダリング等防止に関する資産凍結等経済制裁者等のフィルタ

リングの対象リストの管理・更新に関すること 

マネー・ローンダリング等防止の取引のモニタリング・疑わしい顧客・取引

の届出に関すること 

マネー・ローンダリング等防止に関するプログラムの策定・実施及び管理、

報告に関すること 

マネー・ローンダリング等防止に係るリスクアセスメントの実施と評価管

理、報告に関すること 

マネー・ローンダリング等防止全般に係る企画、立案及び推進に関すること 

「特定事業者作成書面（リスク評価書）」の定期検証に関すること 

疑わしい取引の届出に関する顧客情報の収集・管理及び名寄せ調査の実施・

検証に関すること 

法人顧客の実質的支配者の収集・管理及び実質的支配者の社内データに基づ

く反社会的勢力のチェックに関すること（社内データに基づく全登録顧客の

反社会的勢力のチェックを含む） 

非居住者及び在留外国人の管理・更新に関すること 

マネー・ローンダリング等に係る教育・研修等に関すること 

監 査 部 社内監査に関すること 

有価証券等の価格形成動向の監視に関すること 

内部者取引の管理に関すること 

特金勘定の管理に関すること 

損失補塡、取引一任勘定取引の防止等に関すること 

注文伝票等の審査に関すること 

契約締結前交付書面、契約締結時交付書面、計算書等の点検に関すること 

信用取引、上場先物・オプション取引、現先取引の管理に関すること 

有価証券の引受け等の管理に関すること 

金地金の売買取引の委託の代理業務の管理に関すること 
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有価証券担保貸付の管理に関すること 

国内ＣＤ、国内ＣＰの管理に関すること 

外国証券の管理に関すること 

売買審査事項に係わる調査及び報告に関すること 

顧客からの苦情及び問い合わせに対する調査及び回答に関すること 

法人関係情報等の登録・抹消等管理全般に関すること 

マネー・ローンダリング等防止態勢（AML/CFT）に係る内部監査の実施及

び監査結果の報告・改善指示・改善状況の検証に関すること 

  

   【顧客からの苦情及び相談の取扱い方法】 

    「苦情・紛争処理規程」に基づき、取引内容や営業姿勢に関するもの等、顧客からの苦情・

相談は監査部が調査のうえ、原則として、書面にて顧客へ回答を行います。また、紛争に関し

てはコンプライアンス推進室が調査にあたり、同規程に基づき当該処理を行います。 

 

 

 

 

 【内部監査体制】 

    「社内監査規程」に基づき、法令・諸規則等の遵守状況、業務の活動状況、会計処理の状況

のほか会社が必要と認める事項について、監査部が臨店監査及び書類監査を行います。監査の

実施要領は、毎期初に監査部が策定のうえ、取締役会で審議のうえこれを定めています。 

 

 

  ２．分別管理等の状況 

   （１）金融商品取引法第 43 条の 2 の規定に基づく分別管理の状況 

   ① 顧客分別金信託の状況 

                                        （単位：百万円） 

項               目 2023 年 3 月 31 日現在の金額 2024 年 3 月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客

分別金必要額 
３，３２７ ４，０４９ 

期末日現在の顧客分別金信

託額 
３，５１０ ４，１８０ 

期末日現在の顧客分別金必

要額 
３，４０９ ４，０７５ 

 

     ②有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2023 年 3 月 31 日現在 2024 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 22,032 千 株  11 千 株 29,389 千 株  12 千 株 

債券 額面金額 2,694 百万円 4,411 百万円 2,723 百万円 6,277 百万円 

受益証券 口数 23,037 百万口   0 百万口 21,717 百万口   0 百万口 

その他 額面金額 － － － － 

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2023 年 3 月 31 日現在 2024 年 3 月 31 日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 ８５６ 千 株 １，０７３ 千 株 
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債券 額面金額 － 百万円 － 百万円 

受益証券 口数 ６３８ 百万口 ４１２ 百万口 

その他 額面金額        －            －     

 

ハ 管理の状況 

顧客との取引に関して顧客から預託を受けた有価証券及び顧客の計算に属する有価証券 

（以下「顧客有価証券」という。）については、次に定める方法により確実かつ整然と保管 

しています。 

（ⅰ）国内の取引所金融商品市場に上場されている転換社債型新株予約権付社債券、投資 

証券、受益証券及び出資証券 

 ① 顧客有価証券は、原則として、証券保管振替機構（以下「機構」という。）にお

いて帳簿等により当社の固有財産である有価証券その他の顧客有価証券以外の有

価証券（以下「固有有価証券等」という。）と顧客有価証券とを区分管理し、混合

して保管しています。また、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できる

よう管理しています。ただし、顧客の申し出等により機構へ再寄託しない国内上場

証券については、日本証券代行株式会社（以下「保管機関」という。以下同じ。）

において、固有有価証券等の保管場所と明確に区分し、顧客有価証券についてどの

顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で保管しています。 

 ② 顧客の指示により転換社債型新株予約権付社債券の新株予約権の行使（転換請求

を含む。）等のため、発行会社（株主名簿管理人を含む。以下同じ。）へ提供したも

のについては、当該銘柄、数量及び提供先が委任顧客毎に直ちに把握できるよう当

社の帳簿等により適宜管理しています。 

 

（ⅱ）国内上場外国有価証券 

    顧客有価証券は、原則として、機構において、帳簿等により固有有価証券等と顧

客有価証券とを区分し、管理又は混合して保管しています。また、当社の帳簿等に

より各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しています。 

 

（ⅲ）振替法に基づく振替決済制度において取り扱う社債、株式等 

   ① 顧客有価証券の国債においては、振替法の規定に基づき、日本銀行において、固

有有価証券等と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券については、当

社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別できる状態で管理しています。 

   ② 社債、株式等＊（前述の国債を除く。）においては、振替法の規定に基づき、直

近上位機関〔日本証券代行株式会社〕において、固有有価証券等と顧客有価証券の

口座を明確に区分し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿により、各顧客

の持分を直ちに判別できる状態で管理しています。 

   ＊「振替法に基づく振替決済制度において取り扱う社債、株式等」には、現在、国債、短期社債、

一般債、投資信託受益権、株式、新株予約権付社債、新株予約権、投資口及び優先出資のみが該

当します。 

 

（ⅳ）転換社債型新株予約権付社債券及び（ⅲ）に規定する有価証券以外の国内債券及び

新株予約権証券等 

     顧客有価証券は、原則として、保管機関において、固有有価証券等と顧客有価証

券の保管場所を明確に区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が当社の帳簿等に

より直ちに判別できる状態で保管しています。ただし、大券で発行された証券及び

株式ミニ投資など、単一券面を自己と顧客とが共有することとされており、固有有

価証券部分と顧客有価証券部分について明確に保管場所の区分ができないものに

ついては、当社の帳簿等により、その保管場所を明らかにするとともに、固有有価

証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判
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別できるよう管理しています。 

 

（ⅴ）投資信託受益証券 

     原則として、受託信託銀行において混合して保管しています。受託信託銀行にお

いては固有有価証券等と顧客有価証券の保管場所を明確に区分させ、顧客有価証券

に係る各顧客の持分については、当社の帳簿等により直ちに判別できるよう管理し

ています。ただし、単一券面を自己と顧客とが共有することとなった場合など、固

有有価証券部分と顧客有価証券部分について明確な保管場所の区分ができないも

のについては、当社の帳簿等により、その保管場所を明らかにするとともに、固有

有価証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ち

に判別できるよう管理しています。 

 

（ⅵ）累積投資商品 

    累積投資契約に基づき、単一券面を当社と当社の顧客とが共有している株券、債

券及び受益証券等は、当社の帳簿等によりその保管場所を明らかにし且つ他の有価

証券と区分して保管又は管理しています。この場合において、当社の帳簿等により、

固有有価証券等と顧客有価証券とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直

ちに判別できるよう管理しています。 

 

（ⅶ）海外の保管機関で保管又は管理されている有価証券 

    顧客有価証券は、海外の保管機関にて保管しています。海外の保管機関では、口

座区分などの方法により、固有有価証券等と顧客有価証券とを区分させ、顧客有価

証券に係る各顧客の持分は、当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で管理して

います。ただし、海外の保管機関において顧客有価証券に係る持分が判別できる状

態で保管又は管理させることができない場合には、当社の帳簿等により、固有有価

証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判

別できるよう管理しています。 

 

 

     ③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

        該当事項はありません。 

 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第 1 条の 12 第 2 号に規定する権利を除 

  く。）に限る。）の分別管理の状況 

        該当事項はありません。 

 

   （２）金融商品取引法第 43 条の 2 の 2 の規定に基づく区分管理の状況 

      該当事項はありません。 

    

   （３）金融商品取引法第 43 条の 3 の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等に係る 

     ものを除く。）の状況 

      該当事項はありません。 

 

   （３－２）金融商品取引法第 43 条の 3 の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等（金 

     融商品取引法施行令第 1 条の 12 第 2 号に規定する権利を除く。）に限る。）の状況 

      該当事項はありません。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

  １．当社及びその子会社等の集団の構成 

     該当事項はありません。 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

    該当事項はありません。 

 

                                以   上 


